
城南区地域スポーツ振興奨励事業補助金交付要綱 
 
 
（目的） 

第１条 この要綱は，当該スポーツ種目の普及振興及び城南区内の地域におけるスポーツ・レクリエー 
ションの推進を図ることを目的として行われる地域スポーツ活動に対する補助金の交付に関し，福岡 
市補助金交付規則（昭和４４年福岡市規則第３５号）に定めるもののほか，必要な事項を定める。 

 
（補助金交付先） 

第２条 補助金の交付先は，当該スポーツ種目の普及振興もしくは地域のスポーツ・レクリエーション 
の推進を目的に区を単位として組織された，スポーツ団体（以下「団体」という。）とする。 

２ 補助金の交付対象者の募集は，公募により実施する。 
 
（交付金額） 

第３条 １団体毎に，第５条に基づき交付の対象となる経費の合計額から，他団体からの補助金等の収 
入を控除した金額を限度に，別表の規定により計算して得られる額の範囲内とする。 

 
（交付対象事業） 

第４条 交付対象事業は次のとおりとする。 
（１）団体が主催する，スポーツ・レクリエーション振興を目的とした事業 
（２）その他区長が目的達成に必要と認める事業 

 
（交付対象経費） 

第５条 交付対象事業の実施に要する経費のうち，次の各号に掲げる経費を除いた費用について補助金 
の交付対象とする。 
（１）人件費。 
（２）活動内容自体の委託費。 
（３）食糧費。ただし，事業実施のために必要な昼食代，弁当代，茶果代を必要最小限の範囲で補助 

対象とする。 
（４）前３号に掲げるもののほか，補助対象経費とすることが適当でないと区長が認める経費。 

 
（事前協議書の提出） 

第６条 補助金の交付を受けようとする団体の代表者は，補助金の交付を申請しようとする日の属する 
年度の前年度の７月初日から８月末日までに，次に掲げる書類を添えて城南区地域スポーツ振興奨励 
事業補助金事前協議書（様式第１号）を区長に提出しなければならない。ただし，区長が認めるとき 
は，この限りではない。 

 （１）団体の規約および役員名簿 
 （２）直近の収支決算書 
 （３）前号に掲げるもののほか，区長が必要と認める書類 
 
（補助金の申請） 

第７条 補助金の申請にあたっては，団体の長は，４月初日から５月末日までに城南区地域スポーツ振 
興奨励事業補助金交付申請書（様式第２号）に次の各号に掲げる書類を添えて，区長に提出しなけれ 
ばならない。 

 （１）事業計画書 
 （２）事業収支計画書 
 （３）団体の規約 
 （４）役員・委員名簿 
 （５）その他区長が必要と認める書類 
 
 



（補助金の交付決定） 

第８条 区長は，補助金の申請があったときは，その内容を審査し，適当であると認めたときは，補助 
金の交付を決定し，城南区地域スポーツ振興奨励事業補助金交付決定通知書（様式第３号）を申請団 
体に交付するものとする。 

 
（実績報告） 

第９条 団体の長は，当該年度の事業が完了した後，速やかに城南区地域スポーツ振興奨励事業実績報 
告書（様式第４号）に次の各号に掲げる書類を添えて，区長に提出しなければならない。 

 （１）事業収支計算書 
 （２）事業の経過または成果を確認できる書類等，区長が必要と認める書類 
 
（補助金の額の確定） 

第 10 条 区長は，事業の完了の報告を受けた場合においては，報告書等の書類の審査及び領収書の確 
認や現地調査等により，その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付し 
た条件に適合するものであるかどうかを城南区地域スポーツ振興奨励事業実績調査確認書（様式第５ 
号）により適合すると認めたときは，交付すべき補助金の額を確定し，城南区地域スポーツ振興奨励 
事業補助金確定通知書（様式第６号）をもって通知するものとする。 

 
 
 
（附則） 
この要綱は，平成２４年 ６月１９日から施行する。 
 
（附則） 
１ この要綱は，平成２６年 ７月 １日から施行する。ただし，平成２６年度補助金については，第 

３条及び第６条の規定にかかわらず，なお従前の例による。 

２ この要綱は，平成２９年 ３月３１日限り効力を失う。 
 
 
 
 
（別表） 

補助基本額 20,000 円 

校区体育振興団体に推薦されたチームでの区大会

を実施している場合 
１大会あたり 60,000 円を加算 
(ただし，120,000 円を上限) 

高齢者もしくは障がい者で構成される団体の場合 10,000 円を加算 

 



南区地域スポーツ活動補助金交付要綱 

 
第１条 目的 

 この要綱は，当該スポーツ種目の普及振興及び地域におけるスポーツ・レクリエーション

の推進を図ることを目的として行われる地域スポーツ活動に対する補助金の交付に関し，福

岡市補助金交付規則（昭和４４年福岡市規則第３５号）に定めるもののほか，必要な事項を

定める。 
 
第２条 補助金交付先 

 補助金の交付先は，地域のスポーツ・レクリエーションの推進を目的に区を単位として組

織された，種目別スポーツ団体（以下「団体」という。）とする。 
２ 賞杯等の現物支給を受けている団体は対象外とする。ただし，市民総合スポーツ大会区

対抗交流競技の予選大会を兼ねた南区親善大会を実施している団体を除く。 
３ 補助金の交付対象団体は公募により募集する。 
   
第３条 交付金額 

 １団体毎に，第５条に基づき交付の対象となる経費の合計額から，他団体からの補助金等

の収入を控除した金額に対して，別表に定める金額を限度として予算の範囲内で決定し，交

付する。 
 
第４条 交付対象事業 

（１）団体が主催する，スポーツ・レクリエーション振興を目的とした事業 
（２）その他区長が目的達成に必要と認める事業 
 
第５条 交付対象経費 

  交付対象事業の実施に要する経費。ただし、次の各号に掲げる経費は対象外とする。 
（１）人件費 
（２）活動内容自体の委託費 
（３）食糧費。ただし，事業実施のために必要な昼食代，弁当代，茶菓代を必要最小限の 
範囲で補助対象とする。 
（４）前３号に掲げるもののほか、補助対象経費とすることが適当でないと区長が認める経

費 
 
第６条 事前協議 
補助金の交付を申請しようとする団体の長は，４月から５月末日までに次に掲げる書類を

添えて事前協議を受けなければならない。 
ただし，区長が認めるときは，この限りではない。 
（１）団体の規約 
（２）役員・委員名簿 
（３）直近の収支決算書 
（４）その他区長が必要と認める書類 
 
第７条 補助金の申請 

補助金の申請にあたっては，団体の長は，地域スポーツ活動補助金交付申請書（様式第１

号）に次の各号に掲げる書類を添えて，所管する区長に提出しなければならない。 
 （１）事業計画書 
 （２）事業収支計画書 
 （３）団体の規約 



 （４）役員・委員名簿 
 （５）その他区長が必要と認める書類 
 
第８条 補助金の交付決定 

 区長は，補助金の申請があったときは，その内容を審査し，適当であると認めたときは，

補助金の交付を決定し，地域スポーツ活動補助金交付決定通知書（様式第２号）を申請団体

に交付するものとする。 
 
第９条 実績報告 

団体の長は，当該年度の事業が完了した後，速やかに地域スポーツ活動実績報告書（様式

第３号）に次の各号に掲げる書類を添えて，区長に提出しなければならない。 
 （１）事業収支計算書 
 （２）事業の経過または成果を確認できる書類等区長が必要と認める書類 
 
第１０条 補助金の額の確定 

 区長は，事業の完了の報告を受けた場合においては，報告書等の書類の審査及び領収書の

確認や現地調査等により，その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及び

これに付した条件に適合するものであるかどうかを地域スポーツ活動実績調査確認書（様式

第４号）により適合すると認めたときは，交付すべき補助金の額を確定し，地域スポーツ活

動補助金確定通知書（様式第５号）をもって通知するものとする。 
 
（附則） 
この要綱は，平成１８年９月４日から施行する。 
平成２５年４月１日 一部改正。 
 
（附則） 
１ この要綱の有効期限は，平成２９年３月３１日までとする。 
２ この要綱は，平成２６年４月１日から施行する。 
 
（別表）補助金交付限度額 
 

  
 補助基本額 
 

 
２０，０００円 

 
 市民総合スポーツ大会区対抗交流競技の

予選大会を兼ねた南区親善大会を実施して

いる団体 

 
７０，０００円 

 
 
 
 
 



東区いきいきまちづくり提案事業補助金交付要綱 
                   
（通則） 
第１条 東区いきいきまちづくり提案事業補助金（以下「補助金」という。）の交付につい

ては，この要綱の定めるところによるもののほか，福岡市補助金交付規則（昭和４４年

福岡市規則第３５号）による。 
 
（交付の目的） 
第２条 補助金は，市民自らが創意と工夫をもって，東区の地域課題の解決や魅力づくり

等に取組む草の根的事業を支援することにより，市民一人ひとりが生きがいを持ってま

ちづくりに取組む「市民主体の活力あふれるまちづくり」を促進することを目的として

交付するものである。 
 
（補助交付対象団体） 
第３条 補助金を交付する対象となる団体（以下「補助対象団体」という。）は，次の各号

のいずれにも該当するものであること。なお，本補助金の交付対象団体は公募により募

集する。 
（１）構成員が５名以上の団体であること。 
（２）営利活動を目的としない団体であること。（ただし，民間企業が社会貢献活動とし

て応募する場合は除く。） 
（３）宗教・政治活動を目的としない団体であること。 
（４）自治協議会でないこと。 
（５）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77

号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又は代表者若しくは役員が暴力団員

である団体又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する団体でないこと。 
（６）当事業において，明朗な会計，経理を実施，報告できる団体であること。 

（７）当事業において，提案内容・活動内容等の公表に異議がない団体であること。

（８）本市の市税を滞納していないこと。 
 
（補助交付対象事業） 
第４条 補助金を交付する対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は，東区の地

域課題の解決や活性化等のため，自ら発意・企画し，自主的に取組むまちづくり事業で

あり，次に掲げる各号のいずれかの分野に該当するものとする。 
（１） 福祉・生活 
（２） 次世代育成 
（３） スポーツ・健康 
（４） 環境・自然 
（５） 地域活性化 
（６） 市が提示する課題 

 



２ 前項の事業は，補助対象団体が行う事業であって，次の各号のいずれにも該当するも

のでなければならない。 
（１）国・地方公共団体又はこれらに準ずる団体からの助成を受けている事業でないこ

と。 
（２） 営利を目的とした事業でないこと。 
（３） 特定の個人や団体が利益を受ける事業でないこと。 
（４） 政治，宗教，選挙活動を目的としない事業であること。 
（５） 法令等に違反する事業でないこと。 
（６） 公序良俗に反する事業でないこと。 
（７） 祭り，運動会等地域で恒例となっている事業でないこと。 
（８） 当該年度（翌年２月末日まで）の間に実施する事業であること。 

（９） その他区長が不適当と認める事業でないこと 
 
（補助交付対象経費） 
第５条 補助金を交付する対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は，別表に掲

げる経費とする。ただし，補助対象経費とすることが適当でないと東区長（以下「区長」

という。」が認める経費については，補助対象経費外とする。 
 
（補助金の交付額） 
第６条 補助金の交付額は，前条に規定する経費のうち，予算の範囲内で最高 20 万円（千

円未満の端数は，切捨てとする。）を限度とする。 
 

（補助金の申請） 
第７条 補助金の交付の申請をしようとする団体（以下「申請団体」という。）は，区長

に対し次項の期日までに，「東区いきいきまちづくり提案事業補助金交付申請書（様式

第１号）」に次の各号に掲げる書類を添えて提出しなければならない。 
（１） 事業提案書（様式第２号）  
（２） 事業収支計画書（様式第３号） 
（３） 年間事業計画書（様式第４号） 
（４） 資金計画書（様式第５号） 
（５） 団体概要書（様式第６号） 
（６） 実施団体の規約及び役員名簿 
（７） その他区長が必要と認める書類 
２ 補助金の申請の期日は当該年度の４月１日から４月３０日までとする。 
３ 補助金の申請は，年度内において，１団体につき１回を限度とする。 

 
（暴力団の排除） 
第８条 区長は，福岡市暴力団排除条例（平成 22 年福岡市条例第 30 号。以下「暴排条例」

という。）第６条の規定に基づき，本条の規定する排除措置を講じるものとする。 
２ 区長は，申請団体が次の各号のいずれかに該当するときは，この要綱に定める他の規



定に関わらず，補助金を交付しないものとする。 

（１）暴排条例第２条第２号に規定する暴力団員 

（２）法人でその役員のうちに前号に該当する者のあるもの 

（３）暴排条例第６条に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

３ 区長は，補助を受けた者が前項各号のいずれかに該当したときは，補助金の交付の決

定の全部又は一部を取り消すことができる。 
４ 区長は，補助金からの暴力団の排除に関し警察への照会確認を行うため，補助団体（任

意団体であるときは，当該団体の代表者。法人であるときは，その役員）の氏名（フリ

ガナを付したもの），生年月日，性別等の個人情報の提出を求めることができる。 
 
（審査） 
第９条 区長は，第７条の規定により補助金の申請があったときは，東区いきいきまちづ

くり提案事業提案評価会設置要綱に基づき設置された東区いきいきまちづくり提案事業

提案評価会での評価を参考にするとともに，当該申請に係る書類の審査及び必要に応じ

て行う現地調査等により，当該申請に係る補助金の交付が法令等及び予算で定めるとこ

ろに違反していないかどうか，当該提案事業（以下「提案事業」という。）が東区いきい

きまちづくり提案事業として適正かどうか，金額に誤りがないか等を調査し，補助金交

付の可否を審査するものとする。 
 
（補助金の交付決定） 
第 10 条 区長は，前条に規定するところによる審査の結果，補助金を交付すべきと認めた

ときは，すみやかに交付の決定をしなければならない。 
２ 区長は，必要があると認めるときは，補助金の交付の決定にあたり条件を付すことが

できる。 
３ 区長は，前条の規定の結果により補助金を交付することが不適当と認めたときは，す

みやかに申請団体に対しその旨を通知しなければならない。 
 
（補助金の交付の条件） 
第 11 条 区長は，補助金の交付を決定する場合には，福岡市補助金交付規則第６条に定め

る条件を付するものとする。 
２ 同規則第６条第１号に規定する軽微な変更は，次のとおりとする。 
（１）補助目的達成のために行う，総事業費の増減を伴わない経費配分又は執行計画の変

更。 
（２）補助目的達成のため，又は補助目的に影響を及ぼさない範囲で，より効率的，効果

的に事業を実施するための事業内容の細部の変更。 

 
（決定の通知） 
第 12 条 区長は，補助金の交付の可否を決定したときは，すみやかに「東区いきいきまち

づくり提案事業補助金交付・不交付決定通知書（様式第７号）」により申請団体に通知し

なければならない。 



 
（申請の取下げ） 
第 13 条 補助金の交付が決定した団体（以下「補助団体」という。）は，前条の通知を受

領した場合において，当該通知に係る補助金の交付の決定の内容又はこれに付された条

件に不服があるときは，「東区いきいきまちづくり提案事業補助金交付取下げ申請書（様

式第８号）」により，当該通知を受けた日から起算して 10 日以内までに申請の取下げが

できる。 
２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは，当該申請に係る補助金の交付の決定

は，なかったものとみなす。 
 
（提案事業の変更） 
第 14 条 補助団体は，事業計画を変更（区長が認める軽微な変更を除く。）しようとする

とき又は事業計画を中止し，若しくは廃止しようとするときは，遅延なく，「東区いきい

きまちづくり提案事業変更・中止・廃止承認申請書（様式第９号）」を区長に提出し，そ

の承認を受けなければならない。 
２ 区長は，前項の規定による申請があったときは，内容を審査し，その結果を「東区い

きいきまちづくり提案事業変更・中止・廃止承認・不承認通知書（様式第 10 号）」によ

り補助団体に通知するものとする。 
 
（状況報告） 
第 15 条 区長は，必要があると認めるときは，補助団体から提案事業の遂行に関する報告

を徴することができる。 
 
（遂行命令等） 
第 16 条 区長は，補助団体が提出する報告等により，その者の提案事業が補助金の交付の

決定の内容又はこれに付した条件に従って遂行されていないと認めるときは，その者に

対し，これらに従って当該提案事業を遂行すべきことを命ずることができる。 
２ 区長は，補助団体が前項の命令に違反したときは，その者に対し，当該提案事業の遂

行の一時停止を命ずることができる。 
 
（実績報告） 
第 17 条 補助団体は，提案事業が完了したとき又は提案事業の廃止の承認を受けたときに

は，すみやかに「東区いきいきまちづくり提案事業実績報告書（様式第 11 号）」に次の

各号に掲げる書類を添えて区長に提出するとともに，公開による事業報告会においてそ

の成果を報告しなければならない。 
（１）事業収支計算書（様式第 12 号） 
（２）事業の経過又は成果を証する書類 
（３）その他区長が必要と認める書類 
 
 



（補助金の額の確定） 
第 18条 区長は，提案事業の完了又は廃止に係る提案事業の報告を受けた場合においては，

報告書等の審査及び必要に応じて行う現地調査等により，その報告に係る提案事業の成

果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを

「東区いきいきまちづくり提案事業実績調査確認書（様式第 13 号）」により調査確認し，

適合すると認めたときは，交付すべき補助金の額を確定し，「東区いきいきまちづくり提

案事業補助金確定通知書（様式第 14 号）」により，当該補助団体に通知しなければなら

ない。 
 
（是正のための措置） 
第 19 条 区長は，提案事業の完了又は廃止に係る提案事業の成果の報告を受けた場合にお

いて，その報告に係る提案事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条

件に適合しないと認めるときには，当該提案事業につき，これに適合させるための措置

をとるべきことを当該補助団体に命ずることができる。 
２ 第 17 条の規定は，前項の規定による命令に従って行う提案事業について準用する。 
 
（補助金の交付の時期） 
第 20 条 補助金は，第 18 条の規定により確定した額を提案事業の終了後に交付するもの

とする。ただし，提案事業の性質上，その事業の終了前に交付することが適当と認める

ときには，一括又は分割して事前に交付することができる。 
２ 補助団体は，提案事業の終了後に補助金の交付の請求をしようとするときは,「東区い

きいきまちづくり提案事業補助金交付請求申請書（様式第15号）」に「請求書（福岡市

会計帳簿諸表等様式規則様式」を添えて区長に提出しなければならない。 

３ 補助団体は，提案事業の終了前に補助金の交付を受けようとするときは，「東区いき

いきまちづくり提案事業補助金概算払い請求申請書（様式第16号）」に「請求書（福岡

市会計帳簿諸表等様式規則様式）」及び「資金計画書（様式第５号）」を添えて区長に提

出しなければならない。 

４ 交付額については，千円未満の端数が生じたときは，これを切り捨てるものとする。 

 
（交付決定の取消等） 
第 21 条 区長は，補助団体が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは，補助金の交

付決定の全部又は一部を取消し，又は変更することができる。 
（１）偽りその他不正の行為により補助金の交付を受けたとき 
（２）補助金を他の用途に使用したとき 
（３）前２号に掲げる場合のほか提案事業に関して，補助金交付の決定内容若しくはこれ

に付した条件その他法令，条例及び規則に基づく区長の処分又は命令に違反したとき 
（４）天災地変その他補助金の交付の決定後生じた事情の変更により，事業の全部又は一

部を継続することができなくなったとき 
２ 前項の規定は，提案事業について交付すべき補助金の額の確定があった後においても

適用があるものとする。 



３ 第 12 条の規定は，第１項の規定による取消しをした場合にも準用する。 
 
（補助金の返還） 
第 22 条 区長は，補助金の交付の決定を取り消した場合において，又は変更した場合にお

いて，当該取消し，又は変更に係る部分に関し，既に補助金が交付されているときは，

補助金の返還を決定した日から起算して１５日以内に「東区いきいきまちづくり提案事

業補助金返還命令書（様式第 17 号）」により補助金の全部又は一部の返還を命じるもの

とする。 
２ 区長は，補助団体に交付すべき補助金の額を確定した場合において，既にその額を超

える補助金が交付されているときは，前項の規定に準用するところによりその返還を命

じるものとする。 
 
（書類の整備） 
第 23 条 補助団体は，提案事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え，当該収入

及び支出について証拠書類を整理し，当該帳簿及び証拠書類を事業完了後５年間保存し

ておかなければならない。 
２ 区長は，補助金に係る予算の執行の適正を期するため，必要があるときは，前項の帳

簿及び証拠書類を検査することができる。 
 
（事業の評価） 
第 24 条 区長は，第 17 条の規定による報告を受けたときは，公開による事業報告会を開

催するものとする。 
２ 区長は，提案事業について評価を行い，その結果を「東区いきいきまちづくり提案事

業評価通知書（様式第 18 号）」により補助団体に通知するものとする。 
 
（財産処分の制限） 
第 25 条 補助団体は，提案事業により取得し，又は効用の増加した備品等を，補助金交付

の目的に反して使用し，譲渡し，交換し，貸し付けし，又は担保に供してはならない。 
 
（委任） 
第 26 条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は，区長が別に定める。 
 
附 則 
 この要綱は，平成 25 年４月１日から施行する。 
附 則 
（期 間） 
 この要綱の有効期間は平成 29 年 3 月 31 日までとする。ただし，同日に属する年度以前

に交付した補助金については，交付年度終了後５年間その効力を有する。 
 
 



別表 補助対象経費（第５条関係） 
経 費 区 分 内  容 

報償費 ・事業実施に必要な団体外部の指導者等への謝金 
（報償費の額は福岡市職員研修センター謝礼基準に定める額

を上限とする） 
旅費 ・事業実施に必要な指導者等の旅費及び指導者等との打合せに

要する旅費（旅費の額は福岡市職員等旅費支給条例を目安とす

る） 
需用費 印刷消耗品費 ・事業実施に必要な事務用品や参考資料等の購入費 

・事業実施に必要な資料印刷代、写真現像代等 
光熱水費 ・事業実施に必要な機材の燃料費等 

修繕費 ・事業の実施により破損した機材等の修繕費 

資材購入費 ・事業実施に必要な部材、苗木、肥料、鎌代等 

役務費 ・事業実施に必要な通信運搬費、傷害保険料等 

使用料及び借損料 ・事業実施に必要な会議室、土地、自動車、機材等の借上げ料

等 
その他 ・上記以外の経費で、区長が必要と認める経費 

（注）以下の経費については補助対象経費外とする。 
 ①団体等の日常的な活動に要する経費（組織の運営管理費等） 
 ②高額な謝礼等が必要な外部講師の招請に要する経費（報償費、旅費等） 
 ③事業実施を外部へ委託するための経費 
 ④会合の飲食費など事業と直接関係のない経費 
 ⑤事業実施にあたり、工事に要する経費 
 ⑥事業参加者に対する報償費、賃金、旅費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（様式第１号） 
 

東区いきいきまちづくり提案事業補助金交付申請書 
 

年  月  日 
 
（あて先）東区長 
 
 
 

（申請者）                
団体所在地              
団体名                
代表者職・氏名          ㊞ 
電話番号               

 
 
東区いきいきまちづくり提案事業について，東区いきいきまちづくり提案事業補助金の

交付を受けたいので，次のとおり関係書類を添えて申請いたします。 
 

記 
 
 
１ 事業名 
 
２ 補助金の申請額 
 
３ 関係書類 

（１） 事業提案書（様式第２号） 
（２） 事業収支計画書（様式第３号） 
（３） 年間事業計画書（様式第４号） 
（４） 資金計画書（様式第５号） 
（５） 団体概要書（様式第６号） 
（６） 実施団体の規約及び役員名簿 

 
 
 

 

 
 



（様式第２号） 
東区いきいきまちづくり提案事業 

事業提案書 
提案団体名                   

１ 事業の種類 
  □にレ印 

□福祉・生活 □次世代育成 □スポーツ・健康 
□環境・自然 □地域活性化 □市が提示する課題 

２ 事業の名称  

３ 事業のねらい 
（事業の目的は何か、

その目指すところは地

域のニーズ・課題と一

致するか） 

【事業の目的・効果】 
 
 
 
 
【地域のニーズ・課題】 
 
 
 
 

４ 事業の概要  
（事業を実施するにあ

たっての具体的な内容

を、アイデアや工夫し

ている点を含めて示す

こと） 

 
 
 
 

※実施方法（予定日時・予定場所・実施形態・予定講師・参加見込数）など

出来るだけ具体的に記載して下さい。 

 
【具体的な実施内容】 
 
 
 
 
 
【実施スケジュール】 
 
 
 
 
【実施場所】 
 
 
 
 
 
 



５ 次年度以降の

事業展望  
（次年度以降事業をど

のように展開していく

のか） 

 

 

別途資料を添付する場合は、A4サイズでお願いします。 

※既存の事業を拡大したもので提案する場合、工夫や改善した点を明確にして下さい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



東区いきいきまちづくり提案事業                   （様式第３号） 

事業収支計画書 

提案事業名  
提案団体名  

（収入）         

項目   年度予算額 
前年度決算額 
（予算額） 

増減 備考 

自主財源     
他団体からの助成（ｃ）     
その他収入（ｄ）     
市からの補助金     
事業収入（e）     

計     

（支出〔補助対象経費〕）          

項目  年度予算額 
前年度決算額

（予算額） 
増減 

積算内訳 
備考 

費目 金額 

       
       
       
       

計（ｂ）     

 
（支出〔補助対象外経費〕）         

項目  年度予算額 
前年度決算額

（予算額） 
増減 

積算内訳 
備考 

費目 金額 

       
       
       

計     

 
（支出合計〔補助対象＋補助対象外〕） 

 年度予算額 
前年度決算額

（予算額） 
増減 

計（a）    

 



（様式第４号） 
東区いきいきまちづくり提案事業 

年間事業計画書 

提案事業名  
提案団体名  

 
１．事業の目的及び内容 
 

 
２．年間計画 
実施 
時期 

取組項目 金額（円） 積算内訳 

７月 
   

８月 
   

９月 
   

10 月 
   

11 月 
   

12 月 
   

１月 
   

２月 
   

 
 
 
 
 



（様式第５号） 
東区いきいきまちづくり提案事業  

資金計画書 

提案事業名  
提案団体名  

 

 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 合計 

収
入 

自主財源          
他団体からの

助成 
         

その他収入          
市からの 
補助金 

         

事業収入          

計          

支

出 

補
助
対
象 

          
          
          
          
          

補
助 

対
象
外 

          
          
          

 計          

差引残高          



（様式第６号） 
東区いきいきまちづくり提案事業 

団体概要書 

１ 団体名  

２ 団体の所在地 〒   －    

３ 代表者名 （ふりがな） 
 

４ 設立年月日 年  月  日 

５ 構成員数 人 （うち役員  人） 

６ 団体の目的  

７ 主な活動内容  

８ 主な活動実績  

９ 主な活動場所  

10 担当者・連絡先 （ふりがな） 
氏名 
 
（役職      ） 
住所  〒   － 
 
 
電話番号 
ＦＡＸ 
Ｅ－ｍａｉｌ 
ＨＰアドレス 

 
 



（様式第７号） 
 

東区いきいきまちづくり提案事業補助金交付・不交付決定通知書 
第     号 

平成  年  月  日 
様 

 
東区長       

 
平成  年  月  日をもって申請のあった東区いきいきまちづくり提案事業補助金

については，審査の結果，  採用 ／ 不採用 となりましたので通知します。 
 
１．「採用の場合」 

記 
 
１ 提案事業名 
 
２ 補助決定金額 
 
３ 補助金交付予定時期 
 
４ 補助条件 
（１） 提案事業の内容，経費の配分又は執行計画の変更（区長が認める軽微な変更を除く。）

をする場合においては，区長の承認を受けること。 
（２） 提案事業を中止し，又は廃止する場合においては，区長の承認を受けること。 
（３） 提案事業が予定の期間内に完了しない場合又は提案事業の遂行が困難となった場合

においては，すみやかに区長に報告してその指示を受けること。 
（４） この交付決定に対して不服がある場合における申請の取り下げをすることができる

期間は，この交付決定通知書受領の日から１０日以内とする。 
（５） その他福岡市補助金交付規則及び東区いきいきまちづくり事業補助金交付要綱の定

めを遵守すること。 
 
 
２．「不採用の場合」 
 不採用となった理由 
 
 
 

問い合わせ先     
東区企画振興課    
電話６４５－１０１４ 



（様式第８号） 
 
 

東区いきいきまちづくり提案事業補助金交付取下げ申請書 
年  月  日 

（あて先）東区長  
 

（申請者） 
団体所在地              
団体名                
代表者職・氏名          ㊞ 
電話番号               

 
 平成  年  月  日付け東企振第   号で交付決定の通知を受けた補助金につい

て，補助金の交付の取下げをしたいので，下記のとおり申請します。 
 

記 
 
１ 提案事業名 
 
 
 
２ 取下げの理由 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（様式第９号） 
 

東区いきいきまちづくり提案事業変更・中止・廃止承認申請書 
 

年  月  日 
（あて先）東区長  
 

（申請者） 
団体所在地              
団体名                
代表者職・氏名          ㊞ 
電話番号               

 
 平成  年  月  日付け東企振第   号で交付決定の通知を受けた補助金につい

て，事業の変更・中止・廃止を受けたいので，下記のとおり申請します。 
 

記 
 
１ 提案事業名 
 
 
２ 補助金交付額 
  （１）交付決定額         円 
  （２）交付変更額         円 
 
 
３ 変更・中止・廃止理由 
 
 
 
 
４ 関係書類 

（１） 事業計画書（変更後） 
（２） 事業収支計画書（変更後） 

 
 
 

 
 
 
 



（様式第 10 号） 
 

東区いきいきまちづくり提案事業変更・中止・廃止承認・不承認通知書 
   号 

平成  年  月  日 
 

様 
 

東区長       
 
平成  年  月  日をもって申請のあった東区いきいきまちづくり提案事業変更・

中止・廃止承認申請については，承認・不承認することといたしましたので通知いたしま

す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
問い合わせ先     
東区企画振興課    
電話６４５－１０１４ 



（様式第 11 号） 
 

東区いきいきまちづくり提案事業実績報告書 
 
 

年  月  日 
（あて先）東区長  
 

（提案者） 
団体所在地              
団体名                
代表者職・氏名          ㊞ 
電話番号               

 
 平成  年  月  日付け東企振第   号により補助金の交付決定を受けました事

業の実績について，下記のとおり報告します。 
 

記 
 
１ 提案事業名 
 
２ 事業の実施期間 
 
３ 事業の実施状況 

（１） 事業収支計算書（様式第 12 号）    別紙のとおり 
（２） 事業の経過又は成果を証する書類等   別紙のとおり 

 
４ 補助金の交付決定額と精算額 

（１） 補助金の交付決定額          円 
（２） 補助金の既交付額           円 
（３） 補助金の精算額            円 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 



（様式第 12 号） 
東区いきいきまちづくり提案事業 

事業収支計算書 
   提案事業名  

提案団体名  
（収入）  

項目   年度予算額  年度決算額 増減 備考 

自主財源     
他団体からの助

成（ｃ） 

 
 

  

その他収入（ｄ）     
市からの補助金     
事業収入（e）     

計     

 
（支出〔補助対象〕）                  

項目 年度予算額 年度決算額 増減 
積算内訳 

備考 
費目 金額 

       
       
       
       

計(ｂ)     

 
（支出〔補助対象外〕）         

項目 年度予算額 年度決算額 増減 
積算内訳 

備考 
費目 金額 

       
       
       

計     

 
（支出合計〔補助対象＋補助対象外〕） 

 年度予算額 年度決算額 増減 

計（a）    

 



（様式第 13 号） 
提案事業名              

東区いきいきまちづくり提案事業実績調査確認書 
 

平成  年  月  日 
 

確認者   所 属           
      職 名           
      氏 名         ㊞ 

 
 平成  年  月  日付け東区いきいきまちづくり提案事業実績報告書について調査

の結果， 
 
１ 事実と相違ありません。 
 
２ 下記の事項について相違がありました。 
 
 

記 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（様式第 14 号） 
 

東区いきいきまちづくり提案事業補助金確定通知書 
 

第     号 
平成  年  月  日 

 
様 

 
東区長       

 
平成  年  月  日付け東区いきいきまちづくり提案事業実績報告書により，同事

業補助金額を下記のとおり確定しましたので通知します。 
 

記 
 
１ 提案事業名 
 
２ 補助確定金額 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問い合わせ先     
東区企画振興課    
電話６４５－１０１４ 



（様式第 15 号） 
 

東区いきいきまちづくり提案事業補助金交付請求申請書 
 
 

年  月  日 
（あて先）東区長  
 

（申請者） 
団体所在地              
団体名                
代表者職・氏名          ㊞ 
電話番号               

 
 平成  年  月  日付け東企振第   号をもって額の決定のあった東区いきいき

まちづくり提案事業補助金を東区いきいきまちづくり提案事業補助金交付要綱第 20条第２

項の規定により次のとおり請求します。 
 
 

記 
 

１．提案事業名   
 
  ２．請求額             円 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（様式第 16 号） 
 

東区いきいきまちづくり提案事業補助金概算払い請求申請書 
 
 

年  月  日 
（あて先）東区長 
 

（申請者） 
団体所在地              
団体名                
代表者職・氏名          ㊞ 
電話番号               

 
 平成   年度東区いきいきまちづくり提案事業補助金に対する補助金について概算交

付を受けたいので，東区いきいきまちづくり提案事業補助金交付要綱第 20 条第３項の規定

により次のとおり請求します。 
 
 

記 
 

１．提案事業名   
 
  ２．概算払い交付補助額     円 
 
  ３．概算払い交付を受ける理由 
 
  ４．関係書類 

（１）資金計画書（様式第５号） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（様式第 17 号） 
 

東区いきいきまちづくり提案事業補助金返還命令書 
第     号 

平成  年  月  日 
 

様 
 

東区長       
 
平成  年  月  日付け東企振第    号で交付した東区いきいきまちづくり提

案事業補助金については，東区いきいきまちづくり提案事業補助金交付要綱第 22 条の規定

により，次のとおり返還を命じる。 
 
 

記 
 
１ 提案事業名 
 
２ 返還すべき金額      円 
 
３ 返還期限   年  月  日 
 
４ 返還を命ずる理由 
 
５ 交付決定額        円 
 
６ 既交付額         円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問い合わせ先     
東区企画振興課    
電話６４５－１０１４ 

 



（様式第 18 号） 
 

東区いきいきまちづくり提案事業評価通知書 
第     号 

平成  年  月  日 
 

様 
 

東区長       
 
平成  年  月  日付け東企振第    号で交付した東区いきいきまちづくり提

案事業補助金については，事業の評価を行った結果，下記のとおりとなったことを通知し

ます。 
 
 
 
１ 提案事業名 
 
２ 総合評価 
 

Ａ（大変評価できる） 
Ｂ（評価できる） 
Ｃ（あまり評価できない） 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問い合わせ先     
東区企画振興課    
電話６４５－１０１４ 



中央区まちづくり支援事業補助金交付要綱 
                   

（通則） 

第１条 中央区まちづくり支援事業補助金（以下「補助金」という。）の交付については，

この要綱の定めるところによるもののほか，福岡市補助金交付規則（昭和４４年福岡市

規則第３５号）による。 

 

（交付の目的） 

第２条 補助金は，市民自らが創意と工夫をもって，自主的に取り組む中央区の地域課題

の解決や魅力づくり等の事業を支援することにより，市民一人ひとりが生きがいを持っ

てまちづくりに取組む「市民主体の活力あふれるまちづくり」を促進することを目的と

して交付するものである。 

 

（補助交付対象団体） 

第３条 補助金を交付する対象となる団体（以下「補助対象団体」という。）は，次の各号

のいずれにも該当するものであること。なお，本補助金の交付対象団体は公募により募

集する。 

（１）構成員が５名以上の団体であること。 

（２）営利活動を目的としない団体であること。（ただし，民間企業が社会貢献活動とし

て応募する場合は除く。） 

（３）宗教・政治活動を目的としない団体であること。 

（４）自治協議会（「自治協議会に関する要綱」第４条により登録された自治協議会をい

う。）でないこと。 

（５）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

77 号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又は代表者若しくは役員が暴力

団員である団体又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する団体でないこ

と。 

（６）当事業において，明朗な会計，経理を実施，報告できる団体であること。 

（７）当事業において，支援内容・活動内容等の公表に異議がない団体であること。

（８）本市の市税を滞納していないこと。 

 

（補助交付対象事業） 

第４条 補助金を交付する対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は，中央区の

地域課題の解決や活性化等のため，自ら発意・企画し，自主的に取り組むまちづくり事

業であり，次に掲げる各号のいずれかの分野に該当するものとする。 

（１） 次世代育成 

（２） 地域活性化 

（３） 環境美化・安全安心 

（４） スポーツ・文化・健康 

（５） その他区長が必要と認める課題 



２ 前項の事業は，補助対象団体が行う事業であって，次の各号のいずれにも該当するも

のでなければならない。 

（１）国・地方公共団体又はこれらに準ずる団体からの助成を受けている事業でないこ

と。 

（２） 営利を目的とした事業でないこと。 

（３） 特定の個人や団体が利益を受ける事業でないこと。 

（４） 政治，宗教，選挙活動を目的としない事業であること。 

（５） 法令等に違反する事業でないこと。 

（６） 公序良俗に反する事業でないこと。 

（７） 祭り，運動会等地域で恒例となっている事業でないこと。 

（８） 当該年度（翌年２月末日まで）の間に実施する事業であること。 

（９） その他区長が不適当と認める事業でないこと 

 

（補助交付対象経費） 

第５条 補助金を交付する対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は，補助対象

事業の実施に要する経費とする。ただし，次の各号に掲げる経費については，補助対象

外とする。 

（１）人件費  

（２）団体の経常的な運営費 

（３）活動内容自体の委託費 

（４）食糧費。事業実施のために必要な飲食費は補助対象とする。 

（５）前４号に掲げるもののほか，補助対象経費とすることが適当でないと区長が

認める経費 

 

（補助金の交付額） 

第６条 補助金の交付額は，前条に規定する経費のうち，予算の範囲内で最高 20 万円（千

円未満の端数は，切捨てとする。）を限度とする。 

 

（補助金の申請） 

第７条 補助金の交付の申請をしようとする団体（以下「申請団体」という。）は，別に

定める期日までに，「中央区まちづくり支援事業補助金交付申請書（様式第１号）」に次

の各号に掲げる書類を添えて，区長に提出しなければならない。 

（１） 事業提案書  

（２） 事業収支計画書 

（３） 年間事業計画書 

（４） 団体概要書 

（５） 実施団体の規約及び役員名簿 

（６） その他区長が必要と認める書類 

２ 補助金の申請は，年度内において，１団体につき１回を限度とする。 

 



（暴力団の排除） 

第８条 区長は，福岡市暴力団排除条例（平成 22 年福岡市条例第 30 号。以下「暴排条例」

という。）第６条の規定に基づき，本条の規定する排除措置を講じるものとする。 

２ 区長は，申請団体が次の各号のいずれかに該当するときは，この要綱に定める他の規

定に関わらず，補助金を交付しないものとする。 

（１）暴排条例第２条第２号に規定する暴力団員 

（２）法人でその役員のうちに前号に該当する者のあるもの 

（３）暴排条例第６条に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

３ 区長は，補助を受けた者が前項各号のいずれかに該当したときは，補助金の交付の決

定の全部又は一部を取り消すことができる。 

４ 区長は，補助金からの暴力団の排除に関し警察への照会確認を行うため，補助団体（任

意団体であるときは，当該団体の代表者。法人であるときは，その役員）の氏名（フリ

ガナを付したもの），生年月日，性別等の個人情報の提出を求めることができる。 

 

（審査） 

第９条 区長は，第７条の規定により補助金の申請があったときは，中央区まちづくり支

援事業提案評価会設置要綱に基づき設置された中央区まちづくり支援事業提案評価会で

の評価を参考にするとともに，当該申請に係る書類の審査及び必要に応じて行う現地調

査等により，当該申請に係る補助金の交付が法令等及び予算で定めるところに違反して

いないかどうか，当該事業が中央区まちづくり支援事業として適正かどうか，金額に誤

りがないか等を調査し，補助金交付の可否を審査するものとする。 

 

（補助金の交付決定） 

第 10 条 区長は，前条に規定するところによる審査の結果，補助金を交付すべきと認め

たときは，すみやかに交付の決定をしなければならない。 

２ 区長は，必要があると認めるときは，補助金の交付の決定にあたり条件を付すことが

できる。 

３ 区長は，前条の規定の結果により補助金を交付することが不適当と認めたときは，す

みやかに申請団体に対しその旨を通知しなければならない。 

 

（補助金の交付の条件） 

第 11 条 区長は，補助金の交付を決定する場合には，福岡市補助金交付規則第６条に定

める条件を付するものとする。 

２ 同規則第６条第１号に規定する軽微な変更は，次のとおりとする。 

（１）補助目的達成のために行う，総事業費の増減を伴わない経費配分又は執行計画の変

更。 

（２）補助目的達成のため，又は補助目的に影響を及ぼさない範囲で，より効率的，効果

的に事業を実施するための事業内容の細部の変更。 

 

（決定の通知） 



第 12 条 区長は，補助金の交付の可否を決定したときは，すみやかに「中央区まちづく

り支援事業補助金交付・不交付決定通知書（様式第２号）」により申請団体に通知しなけ

ればならない。 

 

（申請の取下げ） 

第 13 条 補助金の交付が決定した団体（以下「補助団体」という。）は，前条の通知を受

領した場合において，当該通知に係る補助金の交付の決定の内容又はこれに付された条

件に不服があるときは，「中央区まちづくり支援事業補助金交付取下げ申請書（様式第 

３号）」により，当該通知を受けた日から起算して 10 日以内までに申請の取下げができ

る。 

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは，当該申請に係る補助金の交付の決定

は，なかったものとみなす。 

 

（補助事業の変更） 

第 13 条 補助団体は，事業計画を変更（区長が認める軽微な変更を除く。）しようとする

とき又は事業計画を中止し，若しくは廃止しようとするときは，遅延なく，「中央区まち

づくり支援事業変更・中止・廃止承認申請書（様式第４号）」を区長に提出し，その承認

を受けなければならない。 

２ 区長は，前項の規定による申請があったときは，内容を審査し，その結果を「中央区

まちづくり支援事業変更・中止・廃止承認・不承認通知書（様式第５号）」により補助団

体に通知するものとする。 

 

（状況報告） 

第 15 条 区長は，必要があると認めるときは，補助団体から当該事業の遂行に関する報

告を徴することができる。 

 

（遂行命令等） 

第 16 条 区長は，補助団体が提出する報告等により，当該事業が補助金の交付の決定の

内容又はこれに付した条件に従って遂行されていないと認めるときは，その者に対し，

これらに従って当該事業を遂行すべきことを命ずることができる。 

２ 区長は，補助団体が前項の命令に違反したときは，その者に対し，当該事業の遂行の

一時停止を命ずることができる。 

 

（実績報告） 

第 17 条 補助団体は，当該事業が完了したとき又は廃止の承認を受けたときには，すみ

やかに「中央区まちづくり支援事業実績報告書（様式第６号）」に次の各号に掲げる書類

を添えて区長に提出するとともに，公開による事業報告会においてその成果を報告しな

ければならない。 

（１）事業収支計算書 

（２）事業の経過又は成果を証する書類 



（３）その他区長が必要と認める書類 

 

（補助金の額の確定） 

第 18 条 区長は，当該事業の完了又は廃止に係る報告を受けた場合においては，報告書

等の審査及び必要に応じて行う現地調査等により，その報告に係る事業の成果が補助金

の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを「中央区ま

ちづくり支援事業実績調査確認書（様式第７号）」により調査確認し，適合すると認めた

ときは，交付すべき補助金の額を確定し，「中央区まちづくり支援事業補助金確定通知書

（様式第８号）」により，当該補助団体に通知しなければならない。 

 

（是正のための措置） 

第 19 条 区長は，当該事業の完了又は廃止に係る事業の成果報告を受けた場合において，

その報告に係る事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合し

ないと認めるときには，当該事業につき，これに適合させるための措置をとるべきこと

を当該補助団体に命ずることができる。 

２ 第 17 条の規定は，前項の規定による命令に従って行う事業について準用する。 

 

（補助金の交付の時期） 

第 20 条 補助金は，第 18 条の規定により確定した額を当該事業の終了後に交付するもの

とする。ただし，当該事業の性質上，その事業の終了前に交付することが適当と認める

ときには，一括又は分割して事前に交付することができる。 

２ 補助団体は，当該事業の終了後に補助金の交付の請求をしようとするときは,「中央区

まちづくり支援事業補助金交付請求申請書（様式第９号）」に「請求書（福岡市会計帳

簿諸表等様式規則様式）」を添えて区長に提出しなければならない。 

３ 補助団体は，当該事業の終了前に補助金の交付を受けようとするときは，「中央区ま

ちづくり支援事業補助金概算払い請求申請書（様式第10号）」に「請求書（福岡市会計

帳簿諸表等様式規則様式）」及び資金計画書を添えて区長に提出しなければならない。 

４ 交付額については，千円未満の端数が生じたときは，これを切り捨てるものとする。 

 

（交付決定の取消等） 

第 21 条 区長は，補助団体が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは，補助金の

交付決定の全部又は一部を取消し，又は変更することができる。 

（１）偽りその他不正の行為により補助金の交付を受けたとき 

（２）補助金を他の用途に使用したとき 

（３）前２号に掲げる場合のほか支援事業に関して，補助金交付の決定内容若しくはこれ

に付した条件その他法令，条例及び規則に基づく区長の処分又は命令に違反したとき 

（４）天災地変その他補助金の交付の決定後生じた事情の変更により，事業の全部又は一

部を継続することができなくなったとき 

２ 前項の規定は，当該事業について交付すべき補助金の額の確定があった後においても

適用があるものとする。 



３ 第 12 条の規定は，第１項の規定による取消しをした場合にも準用する。 

 

（補助金の返還） 

第 22 条 区長は，補助金の交付の決定を取り消した場合において，又は変更した場合に

おいて，当該取消し，又は変更に係る部分に関し，既に補助金が交付されているときは，

補助金の返還を決定した日から起算して１５日以内に「中央区まちづくり支援事業補助

金返還命令書（様式第 11 号）」により補助金の全部又は一部の返還を命じるものとする。 

２ 区長は，補助団体に交付すべき補助金の額を確定した場合において，既にその額を超

える補助金が交付されているときは，前項の規定に準用するところによりその返還を命

じるものとする。 

 

（書類の整備） 

第 23 条 補助団体は，当該事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え，当該収

入及び支出について証拠書類を整理し，当該帳簿及び証拠書類を事業完了後５年間保存

しておかなければならない。 

２ 区長は，補助金に係る予算の執行の適正を期するため，必要があるときは，前項の帳

簿及び証拠書類を検査することができる。 

 

（事業の評価） 

第 24 条 区長は，第 17 条の規定による報告を受けたときは，公開による事業報告会を開

催するものとする。 

２ 区長は，当該事業について評価を行い，その結果を「中央区まちづくり支援事業評価

通知書（様式第 12 号）」により補助団体に通知するものとする。 

 

（財産処分の制限） 

第 25 条 補助団体は，支援事業により取得し，又は効用の増加した備品等を，補助金交

付の目的に反して使用し，譲渡し，交換し，貸し付けし，又は担保に供してはならない。 

 

（委任） 

第 26 条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は，区長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は，平成２６年４月１日から施行する。 

（期間） 

２ この要綱は，平成２９年３月３１日をもって廃止する。 

 



  （様式第１号） 

 

中央区まちづくり支援事業補助金交付申請書 

 

年  月  日 

 

（あて先）中央区長 

 

 

 

（申請者）                

団体所在地              

団体名                

代表者職・氏名          ㊞ 

電話番号               

 

 

平成  年度中央区まちづくり支援事業補助金の交付を受けたいので，福岡市補助金交

付規則及び中央区まちづくり支援事業補助金交付要綱を承知の上，関係書類を添えて下記

の通り申請します。 

 

記 

 

 

１ 事業名 

 

２ 補助金の申請額 

 

３ 関係書類 

（１） 事業提案書 

（２） 事業収支計画書 

（３） 年間事業計画書 

（４） 団体概要書 

（５） 実施団体の規約及び役員名簿 

 

 

 

 

 



（様式第１号の 1） 

事 業 提 案 書 

団体名                   

１ 事 業 名  

２ 事業区分 

（該当区分に○） 

(1) 次世代育成 (2) 地域活性化 (3) 環境美化・安全安心 

(4) スポーツ・文化・健康 (5) その他区長が必要と認める課題

３ 事業の目的 

 

※地域のニーズや課題

解決につながる点も

合わせてご記入くだ

さい 

 

４ 事業の概要 

 

※アイデアや工夫して

いる点等も合わせて

ご記入ください 

【具体的な実施内容】 

 

○実施日時 

 

○実施場所 

 

○実施内容 

 

 

 

 

 

 

○実施対象者 

５ 期待される効果 

 

 

 

 

※必要に応じてページ数等を増やして記載してください。 

※既存の事業を拡大した場合、工夫や改善した点を明確にして下さい。 



（様式第１号の２）

　

　　　（単位：円）

予算額 内訳

会費

参加費

事業収益

その他（　　　　）

当該事業に対する補助希望額

※1　企業，他機関等からの協賛金　等

区分 項　　目 予算額 内　訳（算出根拠）

小　　計

小　　計

合　　計

事業収支計画書

自己資金

まちづくり支援補助金

その他の資金 ※1

合　　計

項　　目

（収入）

（支出）　　　　　　　　　　

補
助
対
象
経
費

自
主
財
源



（様式第１号の３） 

 

年間事業計画書 

 

年 月 項 目 活 動 内 容 

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 

  

 
  

 

  

 

  

 

  

 

 



（様式第１号の４） 

団体概要書 

 

１ 団体名 
 

２ 団体の所在地 
〒   －    

３ 代表者名 
（ふりがな） 

 

４ 設立年月日 
年  月  日 

５ 構成員数 
人 （うち役員  人） 

６ 団体の目的 

 

７ 主な活動内容 

 

８ 主な活動実績 

 

９ 主な活動場所 
 

10 担当者・連絡先 

（ふりがな） 

氏名 

 

（役職      ） 

住所  〒   － 

 

 

電話番号 

ＦＡＸ 

Ｅ－ｍａｉｌ 

ＨＰアドレス 



（様式第２号） 

 

中央区まちづくり支援事業補助金交付・不交付決定通知書 

 

第     号 

平成  年  月  日 

様 

 

中央区長       

 

平成  年  月  日をもって申請のあった中央区まちづくり支援事業補助金につい

ては，審査の結果，  採用 ／ 不採用 となりましたので通知します。 

 

１．「採用の場合」 

記 

 

１ 事業名 

 

２ 補助決定金額 

 

３ 補助金交付予定時期 

 

４ 補助条件 

（１） 事業の内容，経費の配分又は執行計画の変更（区長が認める軽微な変更を除く。）を

する場合においては，区長の承認を受けること。 

（２） 事業を中止し，又は廃止する場合においては，区長の承認を受けること。 

（３） 事業が予定の期間内に完了しない場合又は遂行が困難となった場合においては，す

みやかに区長に報告してその指示を受けること。 

（４） この交付決定に対して不服がある場合における申請の取り下げをすることができる

期間は，この交付決定通知書受領の日から１０日以内とする。 

（５） その他福岡市補助金交付規則及び中央区まちづくり支援事業補助金交付要綱の定め

を遵守すること。 

 

２．「不採用の場合」 

 不採用となった理由 

 

 

 

     



（様式第３号） 

 

 

中央区まちづくり支援事業補助金交付取下げ申請書 

年  月  日 

（あて先）中央区長  

 

（申請者） 

団体所在地              

団体名                

代表者職・氏名          ㊞ 

電話番号               

 

 平成  年  月  日付け中企振第   号で交付決定の通知を受けた補助金につい

て，補助金の交付の取下げをしたいので，下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 事業名 

 

 

 

２ 取下げの理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（様式第４号） 

 

中央区まちづくり支援事業変更・中止・廃止承認申請書 

 

年  月  日 

（あて先）中央区長  

 

（申請者） 

団体所在地              

団体名                

代表者職・氏名          ㊞ 

電話番号               

 

 平成  年  月  日付け中企振第   号で交付決定の通知を受けた補助金につい

て，事業の変更・中止・廃止を受けたいので，下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 支援事業名 

 

 

２ 補助金交付額 

  （１）交付決定額         円 

  （２）交付変更額         円 

 

 

３ 変更・中止・廃止理由 

 

 

 

 

４ 関係書類 

（１） 事業計画書（変更後） 

（２） 事業収支計画書（変更後） 

 

 

 

 

 

 

 



（様式第５号） 

 

中央区まちづくり支援事業変更・中止・廃止承認・不承認通知書 

   号 

平成  年  月  日 

 

様 

 

中央区長       

 

平成  年  月  日をもって申請のあった中央区まちづくり支援事業変更・中止・

廃止承認申請については，承認・不承認することといたしましたので通知いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    



（様式第６号） 

 

中央区まちづくり支援事業実績報告書 

 

 

年  月  日 

（あて先）中央区長  

 

（支援者） 

団体所在地              

団体名                

代表者職・氏名          ㊞ 

電話番号               

 

 平成  年  月  日付け中企振第   号により補助金の交付決定を受けました事

業の実績について，下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 事業名 

 

２ 事業の実施期間 

 

３ 事業の実施状況 

（１） 事業収支計算書             

（２） 事業の経過又は成果を証する書類等    

 

４ 補助金の交付決定額と精算額 

（１） 補助金の交付決定額          円 

（２） 補助金の既交付額           円 

（３） 補助金の精算額            円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

　

　　　（単位：円）

予算額 決算額 増減 内訳

会費

参加費

事業収益

その他（　　　　）

当該事業に対する補助希望額

区分 項　　目 予算額 決算額 増減 内　訳

小　　計

小　　計

（様式第６号の１）

事業収支計算書

項　　目

自己資金

まちづくり支援補助金

補
助
対
象
経
費

自
主
財
源

合　　計

（収入）

（支出）　　　　　　　　　　

その他の資金

合　　計



（様式第７号） 

 

中央区まちづくり支援事業実績調査確認書 

 

平成  年  月  日 

 

 

確認者   所 属           

      職 名           

      氏 名         ㊞ 

 

 平成  年  月  日付け中央区まちづくり支援事業実績報告書について調査の結果， 

 

 

 

１ 事実と相違ありません。 

 

２ 下記の事項について相違がありました。 

 

 

記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（様式第８号） 

 

中央区まちづくり支援事業補助金確定通知書 

 

第     号 

平成  年  月  日 

 

様 

 

中央区長       

 

平成  年  月  日付け中央区まちづくり支援事業実績報告書により，同事業補助

金額を下記のとおり確定しましたので通知します。 

 

記 

 

１ 事業名 

 

２ 補助確定金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     



（様式第９号） 

 

中央区まちづくり支援事業補助金交付請求申請書 

 

 

年  月  日 

（あて先）中央区長  

 

（申請者） 

団体所在地              

団体名            

           代表者職・氏名          ㊞ 

電話番号               

 

 平成  年  月  日付け中企振第   号をもって額の決定のあった中央区まちづ

くり支援事業補助金を中央区まちづくり支援事業補助金交付要綱第 20条第２項の規定によ

り次のとおり請求します。 

 

 

記 

 

１．事業名   

 

  ２．請求額             円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（様式第 10 号） 

 

中央区まちづくり支援事業補助金概算払い請求申請書 

 

 

年  月  日 

（あて先）中央区長 

 

（申請者） 

団体所在地              

団体名                

代表者職・氏名          ㊞ 

電話番号               

 

 平成   年度中央区まちづくり支援事業補助金に対する補助金について概算交付を受

けたいので，中央区まちづくり支援事業補助金交付要綱第 20 条第３項の規定により次のと

おり請求します。 

 

 

記 

 

１．事業名   

 

  ２．概算払い交付補助額     円 

 

  ３．概算払い交付を受ける理由 

 

  ４．関係書類 

（１）資金計画書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（様式第 11 号） 

 

中央区まちづくり支援事業補助金返還命令書 

第     号 

平成  年  月  日 

 

様 

 

中央区長       

 

平成  年  月  日付け中企振第    号で交付した中央区まちづくり支援事業

補助金については，中央区まちづくり支援事業補助金交付要綱第 22 条の規定により，次の

とおり返還を命じる。 

 

 

記 

 

１ 事業名 

 

２ 返還すべき金額      円 

 

３ 返還期限   年  月  日 

 

４ 返還を命ずる理由 

 

５ 交付決定額        円 

 

６ 既交付額         円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 



（様式第 12 号） 

 

中央区まちづくり支援事業評価通知書 

第     号 

平成  年  月  日 

 

様 

 

中央区長       

 

平成  年  月  日付け中企振第    号で交付した中央区まちづくり支援事業

補助金については，事業の評価を行った結果，下記のとおりとなったことを通知します。 

 

 

 

１ 支援事業名 

 

２ 総合評価 

 

Ａ（大変評価できる） 

Ｂ（評価できる） 

Ｃ（あまり評価できない） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    



南区祭り振興事業補助金交付要綱 

 

（通則） 

第１条 南区祭り振興事業補助金（以下「補助金」という。）の交付については，この

要綱の定めるところによるもののほか，福岡市補助金交付規則（昭和４４年福岡市規

則第３５号）による。 

 

（目的） 

第２条 補助金は，南区で開催される祭りを振興することにより，その保存，発展に寄

与するとともに，地域振興の核となる拠点の振興・創造に寄与することを目的として

交付する。 

 

（補助交付対象事業） 

第３条 南区内で継続して開催され，複数校区からの参加及び区内広範囲からの集客が

見込まれる祭り事業とする。 

２ 補助金の交付対象事業は公募により募集する。 

 

（暴力団の排除） 

第４条 区長は，福岡市暴力団排除条例（平成２２年福岡市条例第３０号。以下「暴排

条例」という。）第６条の規定に基づき，排除措置を講じるものとする。 

２ 区長は，補助金の交付の申請をした者（第４項において「申請者」という。）が次

のいずれかに該当するときは，この要綱に定める他の規定に関わらず，補助金を交付

しないものとする。 

（１） 暴排条例第２条第２号に規定する暴力団員 

（２） 法人でその役員のうちに前号に該当する者のあるもの 

（３） 暴排条例第６条に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

３ 区長は，補助事業者が前項各号のいずれかに該当したときには，補助金の交付の決

定の全部又は一部を取り消すことができる。 

４ 区長は，補助金からの暴力団の排除に関し警察への照会確認を行うため，申請者又

は補助事業者に対し当該申請者又は当該補助事業者（法人であるときは，その役員）

の氏名（フリガナを付したもの），生年月日，性別等の個人情報を求めることができ

る。 

 

（補助交付対象経費） 

第５条 補助金を交付する対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は，交付

対象事業の実施に要する経費。ただし，次の各号に掲げる経費は対象外とする。 

（１） 人件費 

（２）活動内容自体の委託費 

（３）食糧費。ただし，事業実施のために必要な昼食代，弁当代，茶菓代等を必要最小

限の範囲で補助対象とする。 

（４）前３号に掲げるもののほか，補助対象経費とすることが適当でないと区長が認め

る経費 



（補助金の交付額） 

第６条 補助金の交付額は，前条に規定する経費のうち，予算の範囲内で最高１０万円

（千円未満の端数は，切り捨てとする。）を限度とする。 

 

（事前協議） 

第７条 補助金の交付を申請しようとする祭り事業の主催者（以下「主催者」という。）

は，６月から７月末日までに次に掲げる書類を添えて事前協議を受けなければならな

い。ただし，区長が認めるときは，この限りではない。 

（１）主催者の規約 

（２）役員・委員名簿 

（３）直近の収支決算書 

（４）その他区長が必要と認める書類 

 

（補助金の申請） 

第８条 補助金の交付を申請しようとする祭り事業の主催者は，南区祭り振興事業補助

金交付申請書(様式第１号)に次の各号に掲げる書類を添えて，区長に申請しなければ

ならない。 

（１）事業計画書 

（２）事業収支計画書 

（３）主催者の規約 

（４）役員・委員名簿 

（５）その他区長が必要と認める書類 

 

（補助金の交付決定） 

第９条 区長は，補助金の申請があったときは，その内容を審査し，適当であると認め

たときは，補助金の交付を決定し，南区祭り振興事業補助金交付決定通知書(様式第

２号)により通知するものとする。 

 

（実績報告） 

第１０条 主催者は，当該年度の事業が完了した後，速やかに南区祭り振興事業実績報

告書(様式第３号)に次の各号に掲げる書類を添えて，区長に報告しなければならない。 

（１）事業収支計算書 

（２）事業の経過または成果を確認できる書類等区長が必要と認める書類 

 

（補助金の額の確定） 

第１１条 区長は，事業の完了の報告を受けた場合においては，報告書等の書類の審査

及び領収書の確認や現地調査等により，その報告に係る補助事業の成果が補助金の交

付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを南区祭り振

興事業実績調査確認書(様式第４号)により確認し，適合すると認めたときは，交付す

べき補助金の額を確定し，南区祭り振興事業補助金確定通知書(様式第５号)をもって

通知するものとする。 

 

 



（附則） 

この要綱は，平成２５年５月１日から施行する。 

（附則） 

  １ この要綱の有効期限は，平成２９年３月３１日までとする。 

  ２ この要綱は，平成２６年４月１日から施行する。 
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